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ま え が き

この「山口県の財政」は、県民の皆様方に県財政の現

況をお知らせすることにより、県財政の実態と主要施策

について御理解をいただき、県勢の 層の発展について

御協力をお願いするため、毎年 月と 月の 回、定期

的に公表しているものです。

今回は、平成 年 月及び 月の定例県議会並びに同

年 月の専決処分に係る補正予算の状況、平成 年度決

算の状況並びに公営企業の業務の状況についてその概要

を報告いたします。

平成 年 月 日

山口県知事 井 関 成
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第 平成 年度補正予算の状況

般 会 計

平成 年度の政府の経済財政運営については、各分野にわたる構造改革を引き続きスピード感を
持って 体的かつ整合的に推進し、民間需要主導の持続的な経済成長を図るとともに、デフレからの
脱却を確実なものとするため、日本銀行と 体となって政策努力を更に強化するなどとしています。
このような中、生産や設備投資が増加するなど企業部門が引き続き改善することを背景に、景気回
復が雇用・所得環境の改善を通じて家計部門へ波及する動きが強まり、消費は着実に増加すると見込
まれており、我が国経済は引き続き民間需要中心の緩やかな回復を続けるとともに、物価については
デフレからの脱却に向けた進展が見込まれており、国内総生産の実質成長率が ％程度になるとの
見通しが示されています。
国の予算編成においては、これまでの「改革断行予算」という基本路線を継続し、持続的な財政構
造の構築と予算の質の向上を図るため、歳出改革を 層推進することとされ、地方の予算編成におい
ては、国と地方に関する「 位 体の改革」を推進し、地方の権限と責任を大幅に拡大し、歳入・歳
出両面での地方の自由度を高め、国・地方を通じた簡素で効率的な行財政システムの構築を図ること
とし、平成 年度までの 位 体の改革の全体像に係る政府・与党協議会の合意を踏まえ、政府 丸
となって 位 体の改革に取り組み、その成果を適切に反映させることとされています。
また、平成 年度の地方財政計画は、極めて厳しい地方財政の現状等を踏まえ、歳出面においては、

歳出全般にわたり徹底した見直しを行うことにより歳出総額の計画的な抑制を図る 方、当面の重要
課題である人間力の向上・発揮、個性と工夫に満ちた魅力ある都市と地方の形成、少子・高齢化対策、
循環型社会の構築・地球環境問題への対応等に財源の重点的配分を図ることとし、歳入面においては、
地方税負担の公平適正化の推進と安定的な財政運営に必要な地方交付税、地方税などの 般財源の確
保を図ることを基本とするとともに、引き続き生ずることとなった大幅な財源不足について、地方財
政の運営上支障が生じないよう適切な補てん措置を講じることとして、策定されたところです。
その後、これまでの改革についてより本格的な取組みを行うために、本年 月 日に「経済財政運

営と構造改革に関する基本方針 」が閣議決定されました。
なお、当面の財政運営においては、 月 日に示された概算要求基準において、昨年度に続き、従
来の歳出改革路線を堅持・強化し、従来にも増して、歳出の抑制と所管を越えた予算配分の重点化・
効率化を実施することとされたところです。

方、本県の平成 年度当初予算は、昨年度に引き続き過去最大の財源不足を抱える中で、「政策
課題への的確な対応」と「財政集中改革の推進」の つを基本方針として、これまで以上にメリハリ
を付けて、予算編成を行っています。
当初予算の内容については、前回の「山口県の財政」（平成 年 月）で、その概要について説明
していますので省略し、その後の予算編成について、その概要を説明します。
◎ 補正予算の概要
○ 月補正予算について
当面緊急を要する債務負担行為に限り補正を行いました。

○ 月専決処分について
衆議院議員総選挙等の執行に係る経費について、緊急を要するものであり、財源も全額国から
の委託金であるので、地方自治法第 条第 項の規定に基づき専決処分により補正しました。

（ ）は じ め に



（ ）歳 入 予 算

本年度の 月専決処分及び 月補正における歳入予算の補正状況は、第 表のとおりです。
まず、 月専決処分では、衆議院議員総選挙等の執行に係る経費に充当する国庫支出金 億

万 千円を補正しました。
次に、 月補正については、災害復旧事業等に充当する国庫支出金 億 万 千円のほか、県
債 億 万円、繰越金 億 万 千円が補正の主なものです。
以上の結果、 月補正後における歳入予算の状況は、第 表及び第 図のとおりとなっています。
これを 般財源対特定財源の比率で見ますと、 ％対 ％となり、当初予算時の割合（ ％
対 ％）に比べ 般財源の比率が落ちています。
また、自主財源と依存財源という観点から見ると、 ％対 ％（当初予算時の割合： ％対
％）となり、その割合は、自主財源の比率が当初予算時より若干下回っています。

般会計歳入予算構成比の状況





地 方 消 費 税
都道府県清算後







普 通 交 付 税 の 推 移





（ ）歳 出 予 算



般会計予算目的別内訳



般会計予算性質別内訳



ア 投資的経費の状況



特 別 会 計

特別会計の 月定例会における補正の状況は、第 表のとおりです。

母子寡婦福祉資金特別会計については、台風 号により被災した母子家庭等に対する無利子貸付枠

を設定するため、所要の補正を行ったものです。

流域下水道事業特別会計については、台風 号により被害を受けた施設の早期普及を図るため、所

要の補正を行ったものです。



第 平成 年度決算の状況

平成 年度決算の背景



ア 決 算 規 模

イ 決 算 収 支

決算の概況

（ ） 般 会 計

ウ 歳 入





県税、地方交付税、国庫支出金の歳入総額に占める構成比の推移

平成 年度歳入決算の構成状況





エ 歳 出





平成 年度 般会計歳出決算の状況

オ む す び









平成 年度山口県 般会計決算額

億円

県財政の概要

○生活費が年 万円のサラリーマン世帯に例えた場合

【県の財政】

歳出 億円
公債費 億円
投資的経費 億円
補助金等 億円
貸付金 億円
その他（人件費等） 億円

歳入 億円
県税等 億円
地方交付税 国庫支出金等 億円
県債 億円
諸収入 億円
その他 億円
基金繰入金 億円

繰越金 億円

基金残高 億円

県債残高 億円

【生活費が年 万円の家計】

支出 万円
借入（家 土地等）の返済 万円
車 家具等の購入 万円
子供への仕送り 万円
知人への貸付 万円
食費 光熱水費 被服費 万円

収入 万円
給与収入 万円
親からの生活費 万円
借金 万円
貸付金の回収等 万円
その他 万円
貯金の取崩し 万円

繰越金 万円

貯金残高 万円

借金残高 万円



平成 年度の県税収入の状況

県民 人当たりの県税収入の状況

※県人口は、平成 年度国勢調査人口（ 人）をもとに計算しています。



平成 年度目的別歳出決算の状況

県民 人当たりの歳出決算の状況

※県人口は、平成 年度国勢調査人口（ 人）をもとに計算しています。



（ ）特 別 会 計



第 県 有 財 産 の 状 況



動 産

物 権

無体財産権

有 価 証 券

出資による権利



基 金 （単位 千円）



第 県債の状況

平成 年度末の県債現在高見込額は、前年度末現在高に比べ 億 万 千円（ ％）増の 兆

億 万 千円となりますが、その増加率は、平成 年度末における増加率（ ％）に比べ

低くなっています。これは、県債の発行総額の削減や繰上償還等により県債残高の抑制を図ったこと

によるものです。

県債残高のうち臨時財政対策債や減税補てん債など、国の財源対策に伴い、地方交付税の振り替え

として特別に措置された地方債とそれ以外の通常の地方債の推移は第 図のとおりです。

また、会計別及び目的別の現在高は、 表のとおりです。

第 図 県債現在高の推移（ 般会計）

年度末 年度末 年度末

特別債残高

通常債残高

年度 年度末 年度末 年度末

億円

年度末 年度末 年度末 年度末





第 公営企業の業務の状況

ア 業務の概要

電 気 事 業

（ ）平成 年度上半期の業務の状況





イ 経理の状況





ア 業務の概要

（ ）平成 年度の決算の状況



イ 経理の状況





平 成 年 度 収 支 覧 表



工業用水道事業

ア 業務の概要

平成 年度上半期の工業用水の供給は、 部地域での自主節水を除いては、安定的に給水すること

ができました。

上半期における事業収支は、

事 業 収 益 億 万 千円

事 業 費 用 億 万円

当 期 純 利 益 億 万 千円

となりました。

（ ）平成 年度上半期の業務の状況

イ 経理の状況





ア 業務の概要

平成 年度は、料金等の改定、水需要の開拓などにより営業収益は前年度比 億 万 千円増

の 億 万 千円となりました。

この結果、事業収支は、収入 億 万 千円、支出 億 万 千円となり、当年度純利益

億 万 千円となりました。

なお、前年度からの未処分利益剰余金を当年度において全額処分していることから、当年度純利益

億 万 千円がそのまま当年度の未処分利益剰余金となりました。

（ ）平成 年度の決算の状況



イ 経理の状況





平 成 年 度 収 支 覧 表



ア 業務の概要

総合医療センター事業

（ ）平成 年度上半期の業務の状況



イ 経理の状況



資 産 の 部

負 債 の 部





ア 業務の概要

（ ）平成 年度の決算の状況

イ 主要な工事の状況（ 件 千円以上）

保存工事の概要

該当なし

工 事 名 本年度工事費 着工年月日 竣工年月日 備 考

第 種感染症病室改修工事

総合周産期母子医療センター増改築工事 実施設計



ウ 業 務 量

エ 会 計





オ 経理の状況





資 本 の 部



ア 業務の概要

精神病院事業

（ ）平成 年度上半期の業務の状況



イ 経理の状況







イ 主要な工事の状況（ 件 千円以上）

ア 業務の概要

（ ）平成 年度の決算の状況

工 事 名 本年度工事費 着工年月日 竣工年月日 備 考

工事用道路測量設計業務委託

工事用道路建設工事（第 工区） 部分払

工事用道路建設工事（第 工区） 部分払

工 事 名 本年度工事費 着工年月日 竣工年月日 備 考

台風災害復旧工事



エ 会 計

ウ 業 務 量



オ 経理の状況







（参 考）

○ 山口県の財政指標

財政力指数

財政力指数の推移」

経常収支比率

経常収支比率の推移」

本県 全国平均

本県 全国平均

（％）

年度

（％）

年度



公債費比率

起債制限比率

公債費比率の推移」

起債制限比率の推移」

本県 全国平均

本県 全国平均

（％）

年度

（％）

年度



バランスシートと行政コスト計算書

バランスシート（普通会計）

行政コスト計算書（普通会計）

単位：億円） 単位：億円）



バランスシート（県全体）

連結バランスシート

作成の目的

県全体のバランスシートに加え、県と連携協力して行政サービスを実施している関係団体を連結

したバランスシートを新たに作成、公表することにより、その資産及び負債等の全体像を把握し、

財政の透明性の 層の向上や県民に対するより分かりやすい説明に資することとします。

作成の基準

総務省の「地方公共団体の連結バランスシート（試案）について」（平成 年 月）で示された

作成マニュアルに基づき作成しました。

連結の対象範囲

県の事務事業と密接な関連を有する業務を行っている地方 公社及び第 セクター（県の出資比

率 ％以上）を対象としました。

具体的な法人は、山口県連結バランスシート〔試案〕に掲げたとおりです。

作成の基準日

平成 年 月 日を基準としますが、出納整理期間の普通会計と対象団体との現金の受払い等に

ついては、基準日には終了しているものとして調整を行っています。

会計基準

それぞれ固有の会計基準に基づいて、法人が作成しているバランスシートを基礎として、連結を

行っています。

各会計間の相殺消去等の調整

全体像をより正確に表すため、県から法人への出資金など連結する各会計間の取引を、相殺等を

行って調整し、調整後の純計を示すようにしています。



山口県のバランスシート（普通会計）



県民 人当たりのバランスシート（普通会計）



山
口
県
の
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
（
自
平
成

年
月
日
至
平
成
年
月
日
）（
普
通
会
計
）

【
行
政
コ
ス
ト
】

区
分

総
額
（
構
成
比
率
）
議
会
費

総
務
費

民
生
費

衛
生
費

労
働
費

農
林
水
産
業
費

商
工
費

土
木
費

警
察
費

教
育
費

災
害
復
旧
費

公
債
費

諸
支
出
金
不
納
欠
損
額

人 に か か る コ ス ト

人
件
費

退
職
給
与
引
当
金
繰
入
等

小
計

物 に か か る コ ス ト

物
件
費

維
持
補
修
費

減
価
償
却
費

小
計

移 転 支 出 的 な コ ス ト

扶
助
費

補
助
費
等

繰
出
金

普
通
建
設
事
業
費

（
他
団
体
等
へ
の
補
助
金
等
）

小
計

そ の 他 の コ ス ト

災
害
復
旧
事
業
費

失
業
対
策
事
業
費

公
債
費（
利
子
の
み
）

債
務
負
担
行
為
繰
入

不
納
欠
損
額

小
計

行
政
コ
ス
ト

（
構
成
比
率
）

【
収
入
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目
】

※
「
使
用
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・
手
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料
等
」
…
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、
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用
料
、
手
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、
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、
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、
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※
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般
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…
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譲
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例
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交
通
安
全
対
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【
行
政
コ
ス
ト
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成
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人
件
費

物 に か か る コ ス ト 移 転 支 出 的 な コ ス ト

繰
出
金

そ の 他 の コ ス ト
額

【
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入
項
目
】

※
「
使
用
料
・
手
数
料
等
」
…
分
担
金
及
び
負
担
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、
使
用
料
、
手
数
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収
入
、
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収
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※
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、
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譲
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、
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例
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付
金
、
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付
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、
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通
安
全
対
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付
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山
口
県
全
体
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
（
平
成

年
月
日
現
在
）

（
単
位
百
万
円
）



山
口
県
連
結
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
〔
試
案
〕（
平
成

年
月
日
現
在
）

地
方
公
共
団
体

地
方
公
社

普
通
会
計

公
営
事
業
会
計

（
合
計
）

＋
＋

調
整

調
整
後

（
＋
＋
＋
）
山
口
県
土
地

開
発
公
社

山
口
県
住
宅

供
給
公
社

公
営
企
業
会
計

収
益
事
業
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※
こ
の
連
結
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
は
、山
口
県
と
連
携
協
力
し
て
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
実
施
し
て
い
る
関
係
団
体
を
連
結
し
て
つ
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政
主
体
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見
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成
し
た
も
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で
あ
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係
団
体
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追
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